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18年度収支計画策定のための論点（各幹事の意見まとめ） 

 
１ 収入源の確保の問題 

【前回幹事会の合意事項】 
・ 可能な限り、経費削減に努める。 
・ 大会参加費に上乗せして、ネットワークの経費にあてることを優先的に検討していく。 
・ 大会を開催する滋賀県と調整をしていく。 

 
 【各幹事等の意見】 
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＜滋賀県＞ 
 ・ネットワーク参加自治体以外の参加者から徴収できるのか？ 

＜事務局＞ 

・ それでは、参加自治体職員のみ上乗せという価格設定にするのか、ネットワーク主催分

科会参加者のみ別料金とするのか。 

＜岩永さん＞ 

・ ネットワークの成果をこの大会でお披露目するのなら、参加者全員からとって良い。 

・ 気になるのは、こんな姑息な手段で参加者の理解が得られるのか。 

・ 主催者である滋賀県等の実行委員会と自治体ネットワークが業務委託契約を結ぶとか、

何か費用を明確にする必要がある。 

・ 規模が縮小されると、ネットワークの予算も減り、非常に不安定な組織運営。 

＜森下さん＞ 

・ ＮＰＯのネットワークに入るにはお金をはらう。行政のネットワークにＮＰＯが入るの

は、無料？ 開催地ＮＰＯの人は、フリーで良いかもしれないですが、それ以外の人か

らはとってはどうか。 

・ 魅力的なテーマの設定が必要。ネット上では、行政の各部署が聞きたいネタがごろごろ。

少人数で、ブース型で意見交換や、こっそり情報交換ができる場も必要なはず。 

＜杉山さん＞ 

・ ネットワーク会員からは取れるのではないか。次の論点（資金管理）も含め、十分議論

していくためには、会員の意見も聞く必要があるかも知れません。 
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＜渡辺さん＞ 
・ ホームページにどこか社会貢献している企業などのＰＲを載せて広告料をもらう。 

＜松澤さん＞ 

・ ネットワーク参加負担金の徴収。ネットワーク会費（負担金）を無料のままにしておく

か。ネットワーク会費を徴収し大会開催事業費に充てることができれば，開催地の立候

補もしやすいのでは。 

 

 
 検討事項：会員自治体への意識調査の実施  例：仮想市場法（社会調査法） 
       項目案「会費を払うか」、「妥当な金額はいくらか」、「会費以外の手法は」 
 



２ 資金管理上の問題 

【特定の自治体が事務局を担う「他の代表者を置かないネットワーク」の状況】 
・ PDF 全国自治体会議： 

事務局 三重県 …資金管理口座：担当室長 

・ 京都都市圏自治体ネットワーク： 

   事務局 京都市 …会費を徴収せず、事務局が経費を全て予算化。コンサルに運営委託。 

・ ばら制定都市会議 

   事務局 長野県中野市 …大会開催自治体が経費負担 

 
 
【各幹事の意見】 

＜事務局＞ 
・ 資金管理上、責任を明確にするためには、代表者（代表幹事）を置かざるを得ないのでは。

この場合、規約を見直すことになる。 

＜岩永さん＞ 

・ 規約改正は良いと思う。研究会も責任の所在が曖昧で、どうすべきか悩んでいる。 

・ ただ、代表幹事になってくれる人がいるのか？ 

＜森下さん＞ 

・ 自治体ネットワークという特定非営利活動法人を立ち上げれば、諸問題は解決するが、簡単

ではない。 

＜杉山さん＞ 

・ 十分議論していくためには、会員の意見も聞く必要があるのでは。 

 
 


